
9月定例会／議案質疑

　平成30年9月市議会定例会は9月5日〜28日まで（会期
24日間）開かれました。
　今回は5人の議員が市政一般に対する質問を行いました。
　また、市長から提出されました18件（条例2件、予算5件、
決算10件、その他1件）の議案及び諮問1件について審議し、
いずれも原案どおり可決、承認、認定されました。

主な議事日程
9月　　5日 開会・提案理由説明
　　6〜7日 議案研究
　　　　10日 議案質疑
　　11〜12日 委員会審査
　　　　13日 一般質問
　　18〜21日
　　25・27日 委員会審査

　　　　28日 討論・採決・閉会

議案質疑
は
、
費
用
全
額
が
市
の
負
担
で
す
。

　
一
方
、
今
回
の
災
害
が
激
甚
災
害
に
指

定
を
さ
れ
、
農
地
、
農
業
用
施
設
災
害
や

林
道
災
害
に
つ
い
て
は
、
補
助
の
対
象
と

な
り
、
災
害
復
旧
事
業
の
起
債
も
90
％
充

当
で
き
、
元
利
償
還
金
の
95
％
が
普
通
交

付
税
に
算
入
さ
れ
ま
す
。

　
　
　
被
災
現
場
の
応
急
的
な
対
応
や
復

旧
、
２
次
災
害
を
防
止
す
る
た
め
の
措
置

及
び
財
源
は
。

　
　
　
予
備
費
を
充
当
し
て
い
て
崩
土
の

除
去
等
に
係
る
応
急
工
事
、法
面
の
崩
壊
、

土
砂
の
堆
積
の
応
急
工
事
、
災
害
測
量
の

委
託
料
。
予
備
費
の
合
計
と
し
て
１
８
２

３
万
４
０
０
０
円
を
支
出
し
て
い
ま
す
。

生
活
困
窮
者
自
立
促
進
支
援
委
託
料

２
３
６
万
円
に
つ
い
て

　
　
　
事
業
内
容
及
び
財
源
は
、
予
算
増

額
の
理
由
は
。

　
　
　
必
須
事
業
と
し
て
、
自
立
相
談
支

援
事
業
（
生
活
保
護
に
至
る
前
の
段
階
の

生
活
困
窮
者
の
支
援
）
と
、
任
意
事
業
と

し
て
、
家
計
相
談
支
援
事
業
（
家
計
に
問

題
を
抱
え
る
生
活
困
窮
者
の
支
援
）
を

行
っ
て
い
ま
す
。
財
源
は
、
自
立
相
談
支

援
事
業
に
つ
い
て
は
、
生
活
困
窮
者
自
立

支
援
事
業
の
４
分
の
３
が
国
庫
負
担
金
、

４
分
の
１
が
市
の
一
般
財
源
で
、
家
計
相

談
支
援
事
業
は
生
活
困
窮
者
就
労
準
備
支

援
事
業
の
２
分
の
１
が
国
庫
補
助
金
、
２

分
の
１
が
市
の
一
般
財
源
と
な
り
ま
す
。

　
予
算
増
額
の
理
由
は
、
平
成
30
年
度
か

ら
は
国
庫
負
担
基
準
、
人
口
区
分
が
人
口

２
万
人
以
上
か
ら
２
万
人
未
満
の
区
分
に

移
行
し
た
こ
と
に
よ
り
、
両
事
業
と
も
補

助
金
の
基
本
基
準
額
が
前
年
度
よ
り
減
額

と
な
っ
た
た
め
で
す
。

　
　
　
相
談
を
受
け
に
来
な
い
方
へ
の
対

応
は
。

　
　
　
ア
ウ
ト
リ
ー
チ（
訪
問
）を
92
件
、

全
体
の
23
％
に
対
し
て
行
い
ま
し
た
。

シ
ェ
ア
リ
ン
グ
エ
コ
ノ
ミ
ー
推
進
事
業
に

要
す
る
経
費
22
万
円
に
つ
い
て

　
　
　
事
業
内
容
及
び
財
源
は
、
予
算
増

額
の
理
由
は
。

　
　
　
総
務
省
主
催
の
Ⅰ
ｏ
Ｔ
デ
ザ
イ
ン

ガ
ー
ル
の
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
に
参
加
す
る
た

め
の
研
修
旅
費
で
、
こ
れ
は
、
地
域
Ⅰ
ｏ

Ｔ
官
民
ネ
ッ
ト
加
盟
団
体
が
、
Ⅰ
ｏ
Ｔ
技

術
や
デ
ザ
イ
ン
思
考
を
活
用
し
、
情
報
シ

ス
テ
ム
を
開
発
、
導
入
す
る
プ
ロ
ジ
ェ
ク

ト
で
、
職
員
研
修
の
一
環
と
し
て
参
加
し

ま
す
。財
源
に
つ
い
て
は
自
主
財
源
で
す
。

予
算
増
額
の
理
由
は
、
当
初
予
算
時
か
ら

研
修
回
数
が
増
え
た
た
め
で
す
。

　
　
　
研
修
内
容
は
。

　
　
　
５
回
の
研
修

を
予
定
し
て
い
て
、

企
画
デ
ザ
イ
ン
に
必

要
な
知
識
習
得
、
専

門
家
の
講
習
、
ワ
ー

ク
シ
ョッ
プ
、グ
ル
ー

プ
討
論
を
行
い
、
事

業
展
開
策
や
問
題
解

決
策
等
の
最
終
発
表

を
行
い
ま
し
た
。

質
問

答
弁

議案乙
第38号
平
成
30
年
度
多
久
市
一
般

会
計
補
正
予
算（
第
4
号
）

平　
間　
智　
治

質
問

答
弁

質
問

答
弁

質
問

答
弁

質
問

答
弁

平
成
29
年
度

一
般
会
計
歳
入
歳
出
決
算

⃝
�

子
ど
も
・
子
育
て
支
援
事
業２

３
０
万
円

　
子
ど
も
・
子
育
て
支
援
事
業
計
画
策
定

業
務
委
託
料

⃝
�

公
共
施
設
等
適
正
管
理
推
進
事
業�

３
０
０
万
円

　
明
治
佐
賀
・
椿
原
線

　
Ｌ=

１
０
０
ｍ
追
加（
表
層
打
替
工
事
）

　
栄
町
２
号
線

　
Ｌ=

50
ｍ
追
加（
表
層
打
替
工
事
）

⃝
�

消
防
団
の
活
動
に
要
す
る
経
費�

53
万
円

　
ド
ロ
ー
ン
購
入
費
用
（
１
機
）

⃝
�

学
校
施
設
補
修
事
業�

４
４
７
万
円

　
学
校
敷
地
内
の
危
険
ブ
ロ
ッ
ク
塀
を
撤

去
し
、
新
た
に
フ
ェ
ン
ス
を
設
置

⃝
�

庭
球
場
改
修
工
事�

５
２
７
万
円

　
庭
球
場
の
危
険
ブ
ロ
ッ
ク
塀
を
撤
去
し

新
た
に
フ
ェ
ン
ス
を
設
置

⃝
�

現
年
発
生
災
害
復
旧
事
業�

４
億
９
３
４
５
万
円

　
７
月
６
日
発

生
の
豪
雨
災
害

に
よ
る
復
旧
工

事
４
事
業
92
ヵ

所
１
１
４
工
区

⃝

多
久
市
教
育
委
員
会
委
員
の
任
命

　

峯
晋
氏
を
多
久
市
教
育
委
員
会
委
員

任
命
に
同
意
い
た
し
ま
し
た
。

⃝

人
権
擁
護
委
員
の
推
薦

　

碇
栄
子
氏
を
人
権
擁
護
委
員
候
補
者

の
推
薦
に
同
意
い
た
し
ま
し
た
。

歳
入
額

１
２
６
億
３
３
０
９
万
３
７
４
４
円

歳
出
額

１
２
２
億
７
０
９
８
万
６
０
７
９
円

差
引
額

３
億
６
２
１
０
万
７
６
６
５
円

平
成
30
年
度  

一
般
会
計
補
正
予
算

補
正
予
算

6
億
５
５
３
７
万
円

（
予
算
総
額
１
３
０
億
３
６
０
２
万
３
０
０
０
円
）

人
事
案
件

主
な
議
案

議案番号 　
議　　　案　　　名

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16

議
決
結
果

野
口　

義
光

野
北　
　

悟

中
島　

慶
子

服
部
奈
津
美

國
信　

好
永

田
中　

英
行

飯
守　

康
洋

樺
島
永
二
郎

香
月　

正
則

中
島　

國
孝

田
渕　
　

厚

⻆
田　

一
彦

古
賀　

公
彦

平
間　

智
治

牛
島　

和
廣

山
本　

茂
雄

　　　　　　　　　　9　月　定　例　会

議案乙第30号 平成29年度多久市土地区画整理事業特別会計歳入歳出決算の認定について ○ ● ○ ○ ● ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － 原案認定

○は賛成　●は反対　欠は欠席　退は退席

議 決 結 果　 賛 否 表

※議案等について、賛成、反対の双方あった場合のみ、掲載しています。

災
害
復
旧
費
５
０
１
４
万
円
に
つ
い
て

　
　
　

７
月
の
大
雨
災
害
時
の
も
の
だ

が
、
事
業
の
内
容
及
び
最
終
的
な
市
の
負

担
額
は
。

　
　
　
補
助
申
請
に
伴
う
測
量
設
計
業
務

の
委
託
で
、
公
共
土
木
災
害
が
市
道
の
２

路
線
、
農
地
、
農
業
用
施
設
の
災
害
が

16
ヵ
所
、
林
道
災
害
が
30
ヵ
所
。
公
共
土

木
災
害
の
測
量
設
計
業
務
に
係
る
委
託
料

議案乙
第27号
専
決
処
分
の
承
認
に
つ
い
て

平
成
30
年
度
多
久
市
一
般

会
計
補
正
予
算（
第
3
号
）

野　
北　
　
　
悟

質
問

答
弁 議

案
質
疑

？ ？
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平成３０年11月（第３8号）多久市議会だより多久市議会だより　平成３０年11月（第３8号）


